平成26年度　第５回建設事業評価審議会議事概要

日　　時　平成26年６月27日（金）14時30分～17時

場　　所　大阪赤十字会館302会議室

出席委員　多々納会長・碓田委員・大濱委員・水谷委員・村上委員

議　　題　（１）意見具申（案）について

　　　　　（２）審議対象事業について

　　　　　（３）その他
　　　　　
【議事概要】（◆会長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）

◆［会長］
　　前回の審議会では、土地区画整理事業の箕面森町、道路事業の豊能池田線と美原太子線の意見具申（素案）について、審議を行った。
次に、第３回審議会で課題のあった、砂防事業６件の説明を受け、審議を行った。

本日は、まず、前回審議会で意見具申（素案）についてご指摘いただいた内容を踏まえて、修正案を作成している。それについて審議を行いたい。
次に、前回砂防事業６件について質問を受けた内容に対する追加の説明を受け、審議を行い、施設整備事業として、府立高校の建替事業２件の説明を聞き、審議を行いたい。

それでは、事務局から資料の確認をお願いしたい。
◆［事務局］
・資料１－１「意見具申（案）（土地区画整理事業１件、道路事業２件）」
・資料１－２「意見具申（素案）の加筆・修正点」
・資料２－１「追加説明資料①（第４回審議会での審議実施事業）」：前回審議会の課題整理
・資料２－２「追加説明資料②（施設整備事業）」：今回審議案件（事前評価２件）
・資料３－１「再評価（再々評価）審議案件概要及び事務局確認内容」：前回同様
・資料３－２「事前評価審議案件概要及び事務局確認内容」：前回同様
・参考資料　「平成25年度意見具申」
（１）意見具申（案）について

◆［会長］
それでは、審議に入りたい。
意見具申については、前回審議した意見具申（素案）にご指摘いただいた点等を踏まえて、加筆・修正をしている。事務局よりご説明願いたい。
◆［事務局］
資料１－１「意見具申（案）（土地区画整理事業１件、道路事業２件）」、資料１－２「意見具申（素案）の加筆・修正点」に基づいて説明させていただく。
　１ページの７～10行目、「結び」に記載していた「なお、本年度の審議対象案件は14件提示されていたが・・・先行して意見具申を行うこととした。」について、審議対象について触れているため、「はじめに」に記載した。

　２ページの14行目、「・・・確認した」について、「確認した」では、その内容について認めたこととなるとのご指摘があり、「・・・説明を求めた」に修正した。（以下も同様）
　２ページの28行目、「・・・確認した」を「・・・という点について説明を求めた」に修正した。
　３ページの23～24行目、「・・・同時供用（平成28年度）、箕面森町区間は・・・」を「・・・同時供用（平成28年度）を目指している。箕面森町区間は・・・」に修正した。

　３ページの30行目、「・・・確認した」を「・・・という点について説明を求めた」に修正した。

　４ページの1行目、「・・・確認した」を「・・・説明を求めた」に修正した。
　４ページの28～29行目、「・・・確認を行ったところ、」を「・・・説明を求めた。これに対し、」に修正した。
　４ページの35～38行目、「なお、本年度の審議対象案件は14件提示されていたが・・・先行して意見具申を行うこととした。」を「はじめに」に記載したため、削除した。
　４ページの41～42行目、「・・・確認した」を「・・・いう点について説明を求めた」に修正した。

◆［会長］

　　何かご意見等ないか。
○　２ページ目の19行目、「里山及びオオタカの保全地」について、里山は保全できるかもしれないが、オオタカは保全するものではない。「オオタカの営巣地の保全地」であればわかる。

正式名称は何か。
⇒［都市整備部］
　　オオタカの営巣地をどのように保全していくかについては、別途、審議会を設けており、パンフレットや対外的な説明についても、「オオタカ保全地」と表現している。
○　パンフレットでは、里山は「里山」と書いてあり、オオタカ保全は「オオタカ保全のエリア」と書いてあるので、里山のエリアとオオタカ保全のエリアがあることがわかればよい。
◆［会長］

他にご意見はないか。
◆［会長］

特にご意見がなければ、本文について、本日のご意見を反映したものを最終案とし、審議概要については、委員のご意見をお伺いし、事務局で取りまとめていただきたい。この２点について、私に一任いただき、最終案とさせていただきたいが、いかがか。
○　異議なし。

（２）審議対象事業について

◆［会長］

では、砂防事業の審議に移りたい。

前回の審議では、渓流保全工より砂防えん堤を優先して整備する理由、渓流保全工２事業を休止する理由について、説明を受けた。

渓流保全工２事業の評価調書の記載内容の修正と、堂村北谷砂防事業について、災害時の避難所となる青少年センターの平常時の利用人数を考慮した場合の便益を検討するよう指摘したので、その説明をお願いしたい。

◆［都市整備部］　　
・資料２－１「追加説明資料①」に基づいて説明。
　まず、渓流保全工の評価調書の修正案について説明する。
　『「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会の提言を受け、土石流対策について、府は、人命や家屋の被害を直接軽減する「砂防えん堤」の整備を渓岸の浸食や家屋の浸水被害等を軽減する「渓流保全」より優先して進めることとし、渓流保全工のみの新規事業は当面の間実施しないこととした。

　　本事業については、渓流保全工のみ実施する計画となっていたが、用地境界が未確定であり、現地未着手であることから、新規事業に準ずることとし事業を休止する。』
　　対応方針（原案）については、先ほどの修正に加え、以下を追加している。

　　『なお、事業の必要性については変化がないため、「大阪府都市整備中期計画（案）」の後継計画策定予定時である平成33年度に土石流対策の優先整備箇所の進捗状況等を確認し、本事業実施の判断を行う。ただし、５年後の平成31年度には再々評価の対象となる。』
◆［会長］

ここまでで、何かご質問等はないか。

○　対応方針（原案）に、「平成31年度に再々評価の対象となる。」とあるが、「平成33年度に土石流対策の優先整備箇所の進捗状況等を確認し、本事業実施の判断を行う。」と、どのように関係するのか。

⇒［都市整備部］
　平成31年度に建設事業評価審議会で対応方針（原案）をおそらく休止としてご審議いただくが、平成33年度に中期計画の見直しがあるので、その際に検討するという説明をする。
◆［会長］
　次に、堂村北谷砂防事業についてのご説明をお願いしたい。

◆［都市整備部］
避難所となる青少年センターは、平成25年度実績で約8,300名の利用があり、１日当たり23名の方が被災する可能性があると想定し、平常時の利用を人的被害額として考慮した場合の効果を検証した。

　　主な利用者は小・中学生であり、17歳以下の被害額の原単位は、１人当たり1,380万円と定められている。この額に人数を乗じ、3億1,700万円を人的被害額とし、避難所・道路のみの被害額と合計すると、被害額は3億8,700万円となり、B/Cは1.55となる。
◆［会長］
　　これはあくまで試算だが、ご質問があればお願いしたい。

○　平常時利用の人的被害額が、避難所・道路のみに比べて約４倍と大きいが、どのように算出したのか。

⇒［都市整備部］
マニュアル上のB/Cの算出に当たっては、１つの建物当たり３人計上することになっていて、その３人の被害額は7,000万円となる。平常時利用については、さらに23人の被害額3億1,700万円を上乗せした。

○　１つの建物当たり３人というのはマニュアルで決まっているのか。

⇒［都市整備部］
　　算定する時は、係数がかかるので、その３人全てが亡くなるという計算にはなっていない。
○　地区を指定することによって、ここに避難する人が何人いるか想定できると思う。

⇒［都市整備部］
避難所の数・規模に合わせて、避難所に収容される方の人数を計算するような評価は行っていない。つまり、避難されている人の生命・財産を保護するという観点で評価していない。
○　避難所という項目が、被害対象物としてマニュアル上に存在しているか。ここで適用されているのは、何の原単位か。
⇒［都市整備部］
公民館、学校はあるが、避難所という項目はない。原単位は公民館を用いている。
○　平常時の「公民館」と同じ扱いなので、３人になっているのではないのか。３人のうち何人が亡くなるという計算になっているかわからないとのことだったが、どのくらいの比率がかかるイメージか。

⇒［都市整備部］
正確な数字ではないが、10戸の家屋で死者が4人から５人だったと思う。
○　土石流は普通の水害等に比べると死亡率は高くなり、避難所として使うのであれば３人は少ないと思う。ただ、平常時利用の平均利用人数は、利用しない日も含めて23人であるため、実際は日によって多数の人がいるかもしれない。３人に対しての被害率と23人に対しての被害率は同じものと理解してよいか。

⇒［都市整備部］
今回のケースは、その比率をかけずに、23人の方全てが被害に遭われたと仮定している。
◆［会長］
　　こちらは、大き目に評価しているかもしれない。

　　次に、17歳以下の被害額原単位（逸失利益）が1,380万円であることについて、説明をお願いしたい。
⇒［都市整備部］
その方が生涯に稼げるお金の総額と定義されている。

○　稼いだお金から、その人が残りの人生に使うお金を差し引いて、その人が生きていたら社会がどれだけ得をするか。ここでの逸失利益とは、社会の逸失利益である。これは、日本の標準的な人的被害の計算方法だったが、現在は、個人の逸失利益を重視するようになっている。ただ、前との整合性を取るために、これを残した上で精神的被害という書き方になっている。今は国土交通省の他のマニュアルでは、精神的被害額はどれくらいになっているか。

⇒［都市整備部］
2億2千万円程度である。

◆［会長］
今後は20倍ほど多い単価が使われることになると思うが、ここに関しては、前回まで使われている単価の考え方を、そのまま踏襲する。追加的に計算してもらったところは、被災する人数については倍ぐらいになっている可能性があるが、被害原単位は10分の１以下になる可能性もあるので、B/Cはこれよりも上振れする可能性がある。
また、ここを避難所にしなくていいのではないかという議論があったが、避難所にしなくても平常時に利用する人がいるので、公共土木施設の便益としてカウントされているということである。
B/C＝1.02の便益を構成するほとんどが、人的被害によるものではなく、公共土木施設であるので、建物を撤去しない限り被害は発生することになる。

○　元々小学校として利用していたとのことなので、施設が古いのであれば、根本的に直さないといけない時期には、撤去を含めて考えないといけない可能性が出てくるのではないか。

⇒［都市整備部］
平成２年に青少年センターとして改築している。主観的になるが、きれいで新しいものであり、撤去は相当先である。
○　見た目は美しいかもしれないが、青少年センター自体は昭和51年開設と書いてあるので、平成２年に躯体から改築したのか、部屋割りだけを宿泊施設として改築したかによって、違いがあるかと思う。

⇒［都市整備部］
教室の壁を取り払っただけではなく、構造自体から新しくしている。
◆［会長］
砂防えん堤を整備するかどうかという議論と、避難所として指定されていることがいいかどうかという議論とは、別の話だと思う。避難所は違う所を指定した方がよい、という意見を出すことはできると思うが、この審議会の権限を超えていると思う。
○　府は、砂防えん堤の整備を渓流保全より優先するとのことだが、国土交通省がこのような方針を立てているのか、それとも府の判断か。また、他の自治体でも同様か。
⇒［都市整備部］
大阪府の砂防事業の考え方として決めたものである。検討委員会での提言として、優先すべきとまではいかないが、土石流対策の進め方として、砂防えん堤を前提とした評価の提言を受けている。府としては、渓流保全のみの事業は評価が低いと判断している。
他府県の状況は把握していないが、どの県も土石流対策として砂防えん堤を重視していることは間違いない。　

○　マニュアルに則ると、渓流保全工だけでは結構な便益が出て、それだけを見るとゴーサインが出てしまうので、今回このように方針を決めたということなので、首尾一貫して今後も守ってほしい。将来的に、渓流保全工だけでも実施することになるのであれば、相当慎重に判断してほしい。

◆［会長］
河川の場合、被害対象物がどこにあるのかというデータをきっちり取ると、より被害が小さくなるはずである。マニュアル上の簡易な方法では、そこまで絶対水が来るはずがないと思う所でも被害を受けるような計算になる場合がある。今回の場合も、そのような所に当たっていそうなので、本来は精緻に評価することが必要だと思う。
○　もし被害が起こると大変なことになり、事業の必要性について変化がないということなので、今後も慎重に検討してもらった方がいいのではないかと思う。府民の方の命の問題であり、大きい被害が出る可能性がないわけではない。

◆［会長］
その通りである。

　　では、本件についての府の対応方針（原案）を「休止」とすることは妥当としたい。継続して見直し、次は平成31年に議論したい。
　　渓流保全工について、他にご意見はないか。

　　特になければ、評価調書を修正し、その上で対応方針は「休止」とすることとしてよいか。

○　異議なし。
◆［会長］
　　では、砂防えん堤４件について、議論したい。

　　堂村北谷砂防事業については、評価調書に変動の要因をもう少し詳しく記載し、また記載する理由も書いてほしい。
この４件について、対応方針（原案）は「事業継続」となっているが、問題はないか。
特に無ければ、事業の見込みが立ってきているとのことなので、堂村北谷砂防事業を除き、事業継続とする。堂村北谷砂防事業については、先ほどの修正をした上で、次回に修正の案文を出してもらい、その意見についてこの場で決定したいと思うがいかがか。

○　異議なし。
　　
◆［会長］

次に、施設整備事業２件の審議に移りたい。

大阪府立吹田東高等学校校舎棟改築事業、大阪府立成城高等学校校舎棟改築事業ともに、府立高校の建替事業で同種の事業であるので、２件続けて担当部局よりご説明をお願いしたい。
◆［教育委員会］
・資料２－２「追加説明資料②」に基づいて説明。
　　府立学校については、「府有建築物耐震化実施方針」により、平成27年度末までに耐震化率100％を目標としているが、工事に着手していないのは、吹田東高等学校の本館棟と成城高等学校の作業棟の２棟のみである。

　【吹田東高等学校】

・　鉄骨造であり、全ての鉄骨梁に耐火被覆材としてアスベストが吹き付けられているため耐震補強工事は困難である。また、校舎は昭和49年建築で耐用年数を超えており、Ｉｓ値も0.22と低いため、校舎の建替えが必要である。

　・　現校舎は鉄骨造４階建て約1万2,000㎡であり、新校舎は鉄筋コンクリート造４階建てで、面積は同規模以下を予定。
　・　全体事業費は、52億円で全額府費である。調査費は2.7億円、工事費は49億円であり、工費費の内訳は、アスベスト撤去工事や校舎撤去工事が6.2億円、新校舎建築工事費が42.8億円。
・　平成26年度校舎撤去・アスベスト除去の基本・実施設計、平成27年度アスベスト除去・旧校舎撤去工事、新校舎は平成31年度末に完成予定。
【成城高等学校】
　・　鉄筋コンクリート造２階建ての校舎に、３階部分を増築している。３階部分は特にコンクリート強度が不足しているため、撤去しないと耐震補強工事ができない。

　　　３階部分に相当する校舎が必要となるが、１・２階についても、昭和35年建築で老朽化が著しく、Ｉｓ値も0.13と低いため、校舎の建替えが必要である。
　・　現校舎は鉄筋コンクリート造３階建て4,855㎡であり、新校舎も鉄筋コンクリート造３階建てで、面積は同規模以下を予定。

　・　全体事業費は、14億円で全額府費である。調査費等は0.8億円、工事費は13.2億円であり、工費費の内訳は、アスベスト撤去工事や校舎撤去工事が1.6億円、新校舎建築工事費が11.6億円。
・　平成26年度アスベスト除去の基本・実施設計、平成27年度アスベスト除去工事、旧校舎撤去実施設計、平成28年度旧校舎撤去工事、新校舎は平成29年度末に完成予定。

○　改築が必要になるものは、特別支援学校を含めてもこの２件だけか。
⇒［教育委員会］
他の理由で改築を行っているものはあるが、耐震化による改築はこの２件だけである。

○　新校舎の面積は同規模以下ということであるが、具体的に決まっていないのか。

将来的には、定員が減っていく可能性があるので、昭和49年や昭和35年当時に比べれば、収容定員は少なくていいのではないか。それに合わせて、規模をどうするか決めていないのか。定員はずっと減っていないのか。

⇒［教育委員会］
定員は、校舎を建てた時期から変わっているが、前の再編時期からは変わっていない。２校とも建替えをするので、当然、当分の間存在する。

○　建替え自体に異論はないが、どのようなスペックにするかということが問題。過剰に大きいものをつくるのはもったいないので、きちんと考えてつくってほしい。

⇒［教育委員会］
今年度の基本計画で、部屋数の設定や面積をまとめた上で、来年度から実施設計をしていく。今の考え方でいくと、4,000㎡くらいは減ると思う。

○　では、どうしてこの49億円が計算として出てくるのか。

⇒［教育委員会］
現状の学校をベースとして、基本計画により事業費を算定した上で、工事費を要求することになる。その後、基本設計を行った上で、工事費を決めていく。
○　ここでは事業の妥当性を議論するので、これから先いくら出てくるかはわからないという話では、ここで出てくる数字が信用できない。
全く同じものに建て替えるという計画であればよいが、そうでなければ、その経緯や検討などがあってもいいかと思う。

　　少子化などの問題があるが、この２校については規模変更については将来的にも問題ないという教育委員会の見解か。
⇒［教育委員会］
　　２校については、同クラス、同じ生徒数で推移させていく。

○　空き教室や特別教室の稼働率はどのくらいか。

⇒［教育委員会］
　　空き教室は無く、稼働率は100％である。

○　評価調書も本日の説明も、面積はいずれも同規模以下となっているので、同規模を基準にしているのではなく、これを最大限として、それよりも縮小する可能性が高いと読める。
⇒［教育委員会］
事業費をなるべく落とすという観点から、廊下や共用部分の面積は減らしていくが、機能面や生徒数は変わらない。共用部分等は今年度中に基本計画で確定させる。
◆［会長］

基本計画が決まる前に、意思決定をしないといけないものか。
将来的な見込みとして、学齢人口がどのように変わり、その中で府立の高等学校はどのような位置付けで進め、そこにこの２校が位置付けられているということがあればわかりやすい。

　耐震改築の必要性はわかるが、仮に建替えたとしても、短期間のうちに使われなくなってしまうのでは困る。この議論としては、それについての保障がほしい。
　　新校舎の面積等のスペックは、極めて詳細な設計まで必要ではないが、面積や教室の数について、ある程度固まった段階で議論した方がよい。

　　耐震化なので極めて重要であり、スケジュールとして大変なのであれば、この段階で審議しないことはないが、どういうスケジュールで行わないといけないのか。

⇒［事務局］
事前評価は、実施設計を行う前年度中に評価をすることになっているので、今の段階で、熟度があまり高くないが、評価をしていただきたいということ。

　　実施設計は、平成27年から28年度上半期となっているが、いつ行う予定か。

⇒［教育委員会］
平成27年度。

学校の再編については、今年度の秋に向かってやっていると聞いているが、非常にデリケートな問題なので、我々の立場では言えないが、応募倍率が高いのでこの２校は残ると思う。

◆［会長］

実施設計の１年前ということであれば今年審議すればいいと思うが、データがある程度整った段階の方がよりよいと思う。ただ、変わったとしても、分量が変わるだけなので、ここで議論をしてもいいと思う。これについては、委員の皆さまに意見をお聞きしたい。

　　また、今年中に全体の再編の議論が出てくるのであれば、確認できる方がいいと思う。

　　建替えしてまでこの学校を補強しなければならない理由が、アスベストがあるからということだけではだめである。ここで議論が十分に尽くされていないのではないかという批判に対しては、応えることができるようにしておいた方がいいと思うので、情報を収集し、この場で公に言えなくても、確認しているということを報告いただくことが必要だと思う。

⇒［事務局］
再編計画の中での現時点の位置付けをこちらで確認し、整理した上で改めてご審議いただきたい。また、スペックについてもどの段階でどこまでご説明できるか整理させていただく。

◆［会長］

今の段階で委員から質問を受け、次回回答してもらうことも可能だが、少し後に延ばした方がいいか。
○　後の方がいい。

○　代替手法の比較検討を見ると、耐震補強をしたところで、10年経てば建替えるとなっている。それが前提にあるなら、耐震化は建替え無しで済ますことはありえないと読める。耐震補強をしても10年経てば建替えしないといけない根拠はあるか。
耐震補強をしても、10年経てば建替えしなければならないのであれば、耐震補強をせずに全部建替えたらいいのではないかという話にならないか。

10年経てば更新しないといけないと織り込んでしまえば、すべての建物についてそうならないか。

◆［会長］

他の学校で、築40年から50年の校舎について、耐震補強をしていないか。しているのであれば、10年後に建替えすることになり、耐震補強は無駄なことになるとこの資料から読み取れる。このような考え方ですべての耐震補強をやっているのであれば、より問題であるということをおっしゃっていると思う。

○　そのとおり。

⇒［教育委員会］
老朽化による建替えについては、現在計画を立てているが、耐震補強は、建替えが10年、20年先にあったとしても、建替えを待っている間に地震があるかもしれないので、やらなければならない。小・中学校では、耐震補強したところを改築したり、耐震補強を再度行うところもある。耐震補強と老朽化による建替えとは、若干議論が違うと思う。

○　そうであれば、学校の耐震補強のあり方については、やはり問題があるかもしれない。耐震補強が必要なのは間違いないが、耐震補強をせずになぜ建替えをしないのかということになる。
単純に50年経ったから、その建物が撤去されなければならないというレベルの劣化をしているということにはならないと思う。
○　この２校は異なる建物であるのに同じ10年で示され、結論が同じであるため、根拠を示してほしい。
⇒［事務局］
大阪府の府立学校の耐震化を、平成27年を目標にどのように進めてきたのかを、考え方や方針も含めて説明させていただく。
◆［会長］

　以上をもって、本日の審議会を終了する。長時間のご審議ありがとうございました。

以上
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